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地球温暖化対策
‐CO2海中隔離技術‐

東京大学大学院新領域創成科学研究科

環境システム学専攻

佐藤 徹

地球上の炭素循環 （単位GtC）

１１ はじめにはじめに

自然の吸収量
31億炭素トン / 年

排出量と吸収量のバランス

○ 温室効果ガス濃度安定化のためには、排出量を、

今後自然吸収量と同等まで減らさねばならない

○ 現在の排出量は自然吸収量の約２倍にも達している

危険な
レベルに
ならない
ようにどう
栓を締め
てゆくか

人為的排出量
63億炭素トン/年
（年1.5～2ppm増）

自然の濃度 280ppm

450～500ppm

現在

危険なレベル２℃

工業化

大気中の二酸化炭素

（IPCC第３次評価報告書(2001)より
国立環境研究所・環境省作成）

380ppm

CO2排出量は国によって大きな差があります。

RITE ホームページより

出典：オークリッジ研究所

世界各国の二酸化炭素排出量（世界各国の二酸化炭素排出量（20032003年）年）
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○ 米国は世界の約4分の1
を排出。

○ 中国、インド等の途上国
もかなりの排出量であり、
急激な経済成長に伴う
増加も懸念されている。

使用電力量とCO2排出量の推移
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1999    209MW            83MW              900MW

自然エネルギーの可能性

100 bill.kWh

2030年

2030年

エネルギー需要とCO2排出予想（RITE）

気象庁は冬季の東経137度線に沿った二酸化炭素の観測を，1981年から実施してい
る。図3-12は1～2月の東経137度線に沿った洋上大気及び表面海水中の二酸化炭素
濃度（北緯3度～30度の平均値）の経年変化である。この海域では，冬季は表面海水
中の二酸化炭素濃度が洋上大気中の濃度より低く，海洋が大気中の二酸化炭素を吸
収していることを示している。

Figure 1 Atmospheric release of CO2 from the burning of fossil fuels may give rise to a marked increase in ocean acidity. a, Atmospheric 
CO2 emissions, historical atmospheric CO2 levels and predicted CO2 concentrations from this emissions scenario, together with changes in 
ocean pH based on horizontally averaged chemistry. b, Estimated maximum change in surface ocean pH as a function of final atmospheric 
CO2 pressure, and the transition time over which this CO2 pressure is linearly approached from 280 p.p.m. A, glacial–interglacial CO2 
changes13; B, slow changes over the past 300 Myr; C, historical changes1 in ocean surface waters; D, unabated fossil-fuel burning over the 
next few centuries. From Caldeira & Wickett 2003

図：2100年に予測される炭酸カルシウムの溶解度

IPCC IS92a（2100年に740ppm）のシナリオに基づいて計算した結果、
2100年に予測される炭酸カルシウムの溶けやすさを、炭酸イオン濃度の
予想値と、アラゴナイト飽和状態における炭酸イオン濃度の差（カラー）で
表したもの(「Nature」９月２９日号より)。単位は海水１キログラム当りの炭酸
カルシウムイオンのマイクロモル。値が負の海域でアラゴナイトは未飽和と
なり溶解する。南極海全体と北太平洋亜寒帯域で溶ける状態になること
が分かる。
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図：ウキビシガイを48時間、酸性化した海水環境下においたときの様子

翼足類カメガイ科の種であるウキビシガイ(Clio pyramidata)を48時間、酸性
化した海水環境下においたときの様子(「Nature」９月２９日号より一部改)。
Ａ：外殻全体(３つの白く囲われた箇所はＢ～Ｄを示す)。Ｂ～Ｄ：殻の溶解
を示す拡大図(それぞれは、B:表面の結晶がささくれだった状態、C:それら
がめくりあがった状態、D:溶解がすすんだ状態を示す)。Ｅ：酸性化しない
通常の環境にいるときの殻の結晶構造。

表層生物へのCO2暴露実験

TodayToday‘‘s s worldworld
pCOpCO22: 280: 280--380 380 ppmVppmV

HighHigh--COCO22 worldworld
pCOpCO22: 580: 580--720 720 ppmVppmV

Emiliania huxleyiEmiliania huxleyi

Gephyrocapsa oceanicaGephyrocapsa oceanica

Calcidiscus leptoporusCalcidiscus leptoporus

CO2-Calcification feedback
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Morphology of sea urchin larvae 
in high CO2 sea water
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結果

曝露期間 （週）

Log-rank test（p< 0.05）

脱皮間隔（日）

生
残
率
（
％
）

実験区

対照区 7.67±1.28

9.44±2.69

海洋隔離のベネフィット
ピークシェービング
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二酸化炭素の海洋隔離の考え方

深海貯留法
LCO2プール
ハイドレートを利用
局所生物影響大

中層溶解法
CO2液滴放出
固定点/Moving Ship
生物影響小

海洋隔離法の種類

CO2 Ocean Sequestration using Moving Ship

CO2 Recovery Plants

Loading

Liquid CO2 Carrier

CO2 Discharge Ship

1,000~2,500m

■ CO2放流点近傍域 → 急性影響
• 一週間程度の短時間で生残に影響

■ CO2拡散域 → 慢性影響
• 成長等が阻害され、個体群の現存量に影響

■海盆or地球規模 → 生態系影響
• 生物同士のつながりを通じて生態系システム

の機能に影響

海洋隔離のリスク
生物影響

急性生物影響

■ CO2急性影響実験データ

■深海動物プランクトンの無影響濃度を算出

■深海生物全般の予測無影響濃度を推定
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■ CO2拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ

• 近傍域～広域

■実現可能な希釈技術により生物影響を軽減できる

中深層の炭素循環・微生物ループに
基づいた鉛直一次元の低次生態系モ
デルは、現況再現計算の目処がつい
てきた。さらに、食物連鎖構造に基
づいた高次生態系モデルとの融合を
目指している。

生態系影響予測の基礎となる中深層
生態系モデル

High Pressure Chamber (Max 50 MPa)

Known distribution depth 400-800 m
Water temperature   2 C

Careproctus trachysoma: Liparididae

Experiments on deepExperiments on deep--sea fishsea fish
under high pressuresunder high pressures

■中深層生態系ﾓﾃﾞﾙの構築

• 海洋観測、さらに実海域実験が必要

• 生態系影響の予測・評価

■順応的管理

• 管理対象の深海生態系は非定常で不確
実であることを前提

• 海洋隔離実施後のモニタリングと利害関係者
の合意に基づく事業へのよりよい働きかけ

リスクはある。但し、

マネージメント可能である。

ロンドン条約ロンドン条約：：廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約

ロンドン条約科学者会議ロンドン条約科学者会議(May(May 2005)2005)
英は海底下地中を通すために海洋の切り離しを主張英は海底下地中を通すために海洋の切り離しを主張

海洋隔離は議論しない海洋隔離は議論しない

表層酸性化と経済性のベネフィット表層酸性化と経済性のベネフィット

漏洩リスク→モニタリングの重要性漏洩リスク→モニタリングの重要性

ロンドンロンドン条約締約国会議条約締約国会議 (Oct 2005)(Oct 2005)
海底下地中隔離を合法化に向け検討海底下地中隔離を合法化に向け検討

注釈としてルール作り（グリーンピースも参加）注釈としてルール作り（グリーンピースも参加）

ロンドン条約科学者会議ロンドン条約科学者会議(May 2006)(May 2006)
英・豪・ノルウェーが海域地中隔離を強く主張英・豪・ノルウェーが海域地中隔離を強く主張

漏洩リスクについて議論活発化漏洩リスクについて議論活発化

リバースリストにリバースリストにCO2CO2
ロンドン条約科学者会議（ロンドン条約科学者会議（Nov 2006)Nov 2006)
海底下地中隔離される海底下地中隔離されるCO2CO2をリバースリストに追加をリバースリストに追加

Mar 2006： 96年議定書発効
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IPCC第4次報告書（2007）
第一部会：気候変動の科学的根拠 (1/29-2/1)
人為起源の温室効果ガスの増加が温暖化の原因とほぼ断定

過去100 年に平均気温が0.74℃上昇。最近50 年は100 年の2 倍。
21 世紀末の気温上昇は、環境・経済両立社会で約1.8℃（1.1～2.9）、
経済重視社会では約4.0℃（2.4～6.4）
大気中のCO2濃度上昇で海洋酸性化（新見解）

第二部会：気候変動の影響評価 (4/1-4/6)
気候変動が自然及び人間環境に及ぼす、既に生じている影響

永久凍土地盤の不安定化、春季現象（発芽、産卵行動など）の早期化、生息域
の高緯度・高地への移動、北極及び南極の生態系変化、湖沼や河川の水温上
昇、熱波による死亡、媒介生物による感染症リスク

2050までに、水は高緯度で10～40％増、中緯度で10～30％減
植物及び動物種の約20～30%は気温上昇が1.5～2.5℃を超えると
絶滅のリスク増加

１～3℃の海面温度上昇で、サンゴの白化が頻発
食料生産は、１～3℃の上昇では増加、それを超えると減少
2080 年までに海面上昇により洪水被害人口が数百万人/年増加。

第三部会：温暖化ガス排出抑制と気候変動緩和策(5/1-5/4)
全世界の排出量（490億トン）は70年対比70％増加、無対策であれば
2030までに2000年比25-90%増加
$100/t-CO2の対策費用で気温上昇は2-2.8℃に抑制可能、これによる
損失は世界GDPの3%未満
既存の対策

原子力、太陽光や風力など再生可能エネルギー、ハイブリッド車やクリーン
ディーゼル車、照明や冷暖房の効率化

今後期待できる技術

地中隔離、水素燃料電池車、高効率航空機、建築断熱材、バイオ燃料

途上国と先進国で排出責任巡り対立

「先進国が温暖化ガスを排出してきた責任を明記せよ」とのブラジルの主張に
中国やインドが同調。

中国は気温上昇を許容するシナリオを盛り込むよう要求

欧州と米国も対立

排出権取引を始めた欧州が有効性主張、米国は経済界への影響を懸念して
「特定の対策を推奨する場ではない」と反論。

今回初めて有効性を評価された原子力を巡り、推進派の米国と脱原発の欧州
の一部が対立。

ポスト京都議定書をめぐる最近の動き
欧州は2020年までに90年比平均20%削減（先進国は30%）、交渉の主
導権を狙う(3/10)。内、地中隔離で10%。環境税導入検討。自動車の
CO2は2012年までに95年比35%減義務化。
イギリスは早期対策が経済的優位を生む（Stern review）として、2050年
までに90年比60%削減法案発表（今秋国会提出）。海底下地中隔離の
推進。外相が議長となり国連安保理でも初の公開討論実施(4/17)。
アメリカは議定書枠組不参加。しかし排出削減義務化法案準備中（株
主の圧力で大手企業10社が提言(1/22)、両党議員が法案作成）。ポス
ト京都に不参加の途上国からの輸入品に負担（関税）も。最高裁が「自
動車からのCO2は規制すべき」と判決(4/2)。
中国ですら2020年までにGDP原単位当たり2000年比40%削減目標（但
し総量は倍増）。総量規制には今後も強く反対。

日本は2008年から12年までの京都議定書約束期間に1996年対比6%
削減は困難(?)。植林進まず、排出権依存。排出権とペアとなる規制に
産業界が反発。環境省と経産省の合同審議会(4/17)での対立。首相の
施政方針演説「環境立国戦略」も策無し状態。

ブッシュは、主要排出国１５カ国の会議を開催し、2008年までに長期的
な削減目標を定める計画を表明。欧州は、ブッシュの独自の計画が、
国連が進めている気候変動問題への取組を骨抜きにすると懸念。

ハイリゲンダム・サミット（2007年6月）
日本は、主要排出国の参加する枠組みが必要として、数値目標を優先
する欧州の姿勢を批判。

ブッシュ米大統領は妥協的な態度で臨み、米国には温暖化防止で指
導的な役割を果たす用意があり、中国とインドを加えるべき。しかし、京
都議定書批准国は、何年も前から厳しい枠組みに参加しており、今さら

ながらの京都議定書より緩やかな枠組に嘲笑の声。

日本と欧州連合（ＥＵ）は５日、共同声明を発表し、２０５０年までに世界
の温室効果ガス排出量を半減することを提案(6/7)。
最終的にサミットは、温室効果ガスの排出を2050年までに50%削減す
ることを目指す温暖化防止対策で合意。但し、いつを基準として半減か
は明記せず（骨抜き）。

国ごとのイニシアブをパッチワークした、緩やかな枠組というアメリカの
提案は不満足という国もあるが、緩やかな協力関係を築いた方が、京
都議定書の「削減義務」を伴う削減目標よりも、主要排出国を参加させ
ることで気温上昇を実質的に抑制できる可能性があると言う意味で、効
果的かも(6/6 FT)。

Potential Storage Amount in Japan 
Why Japan Seeks Ocean Storage

Expected CCS Amount : 0.5 - 4.0GtCO2/year for 2025-2100 (METI)

CO2 Emission per GDP in 2050 
is 1/2 of that in 2000

CO2 Emission per GDP in 2050 
is 1/3 of that in 2000

(RITE)
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(Akimoto, 2006)

Performance of 
Injection Well: 

0.5MtCO2/yr/well

今後のプロジェクトの進め方今後のプロジェクトの進め方

20062006年まで年まで（これまでの研究）（これまでの研究）

希釈のための要素技術開発希釈のための要素技術開発

急性生物影響モデル急性生物影響モデル

社会へのアピール活動（シンポジウム、マスコミ）社会へのアピール活動（シンポジウム、マスコミ）

20120100年まで（年まで（社会的受容のための環境影響評価手法の開発社会的受容のための環境影響評価手法の開発））

生態系長期予測生態系長期予測

小規模海洋実験の実施小規模海洋実験の実施

国際共同研究による科学的理解の促進国際共同研究による科学的理解の促進

20152015年まで年まで（国際合意を目指した海洋実験の実施）（国際合意を目指した海洋実験の実施）

IPCC/CSLFIPCC/CSLFにおける認知における認知

モデル海域での長期生物影響モニタリングモデル海域での長期生物影響モニタリング

Moving ShipMoving Ship法の技術開発法の技術開発

20202020年まで年まで（モデル海域での実証による実用化検討）（モデル海域での実証による実用化検討）

環境影響評価指針の作成環境影響評価指針の作成

低コスト希釈技術の開発低コスト希釈技術の開発

LondonLondon条約の承認条約の承認


